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中国投資が台湾の雇用に与える影響

目次

凡例

はじめに

第1節 中国への投資と台湾内の就業者数の関係

第 2節企業の台湾内投資および対外投資後の台

湾内の雇用等の状況

1 .台湾内投資の変化

2.対外投資後の，台湾内の営業収入・生産規模・

雇用数の変化

第 3節失業率の上昇

1 .失業の理由

2.不熟練労働者の失業の増加

第4節台湾内の労働力不足

1.労働力不足の状況と不足職種

2.不熟練労働者の不足

(1) 不熟練労働者の需要

(2) 不熟練労働者不足の原因

(3）外国人労働者による代替の可能性

(4）不熟練労働者の失業率上昇と労働力不足

の並存の理由

3.技術者の不足

(1) 技術者不足の状況

(2) 技術者不足の原因

(3）技術者不足の緩和方法

第 5節投資先での中国人の雇用

1 .投資先での中国人技術者の雇用

2.投資先での中国人管理者の雇用

第6節投資先での失業

おわりに

凡例

＊台湾の事柄に関する表記は，日本の常用漢字が類似し

ている場合はそれを用いる。異なる場合は台湾で使用

されている繁体字を用いる。

＊本文中の「NT$Jは，通貨「新台湾元Jの略で， 1

NT$は，日本円で約3.51円（2002年8月28日現在）で

ある。

＊引用文献は，本文中において（著者の姓，発行年もし

中 原 裕美子

くは発行年．月，ページ数）または（逐次刊行物名，年．

月．日）の順で表記する。同姓の著者が存在する場合は

姓名を表記する。同じ著者の同じ発行年の文献が存在

する場合は，発行年にアルファベットの小文字を付し

て区別する。本文中に著者名を示して著作の内容を引

用する場合は，著者名［発行年］とし，文末に（ペー

ジ数）を示す。

はじめに

台湾においては，労働力不足，環境保全運動

の高揚九通貨NT$の大幅な上昇による労働・土

地コストの上昇により， 1980年代後半から対外

投資を行う企業が増え始めた。当初は主に東南

アジアへ，そして1990年代に入ってからは，よ

り安価な労働力を求め中国やベトナムへの投資

が増加した。

そして2001年11月，政府が，対中国投資政策

を「戒急用忍（急がず、忍耐を持って）」から「積

極投資・有穀管理」に転換し， 2002年1月には

ノートパソコンをはじめとするハイテク製品の

投資規制も122品目にわたって解禁したことか

ら（交流， 2001.12.15,p 1 ），一気に中国への

投資が加速した。 2002年1～6月の台湾の対外

投資総額に占める中国投資の比率は，49.76%と

半数近くを占めている。

一説によれば，現在中国で事業展開する台湾

企業の数は3万から 5万といわれる（中園時報，

2002 . 6 . 30) 2＞。

そして，中国投資の拡大に伴い，企業は人員
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削減や工場閉鎖を行い始めたという。宏碁電脳

（英語名Acer）は2001年2月，従業員375人の削

減計画を打ち出し（経済日報， 2001.2 .24），五

股工業区では企業数が1,324から1,165ヘ，総従

業員数は約5万人から約3万人へと減少した

（工商時報， 2002.6 .10）。これらの人員削減や

工場閉鎖が起因してか， 2001年8月には失業率

が5%台という未曾有の大台に上った（行政院

主計庭， 2002.4, p38）。このため，台湾内では

中国投資に起因する不熟練労働者の就業機会減

少が強い懸念をもって叫ばれている。

一方，台湾企業は中国において，不熟練労働

者のみならず，台湾内で不足が深刻となってい

る技術者を雇用し始めている。最先端の製品を

素早く開発し市場に出すことで国際競争力を維

持してきた台湾にとって，技術者の不足はその

基盤を揺るがしかねない大きな問題である。し

かし投資先の中国人技術者を雇用することに

よって，その不足を埋められる可能性もある。

以上のように，中国への投資は，台湾の雇用

にさまざまな影響を与えていると見られる九

本稿において，中国投資が台湾の雇用に与える

影響を明らかにしたい。

なお中国投資を行っている企業は幅広い産業

に分布し，サービス業でも多数の企業が行って

いるが，本稿では製造業の中国投資に対象を絞

ることにする。台湾内の不熟練労働者の需要や，

技術者の供給へ影響を及ぽすと見られている製

造業の投資こそが，広く関心を呼び問題にされ

ているからである。

第 1節 中国への投資と台湾内の就業

者数の関係

まず，中国投資の増加に伴い，台湾内の就業

者数はどう変化したのか見てみよう。表1は中

国への投資額，中国以外の国への投資額，台湾

内投資額，実質GDP，経済成長率と台湾内の就

表1 台湾における各投資額，就業者数，実質GDPと経済成長率の推移

中国への投資額

（単位：千$）

1997 4,334,313 

1998 2,034,621 

1999 1,252,780 

2000 2,607,142 

2001 2,784,147 

2002. 1～3 568,090 

2002. 4～6 967,788 

注） * 1 : 2002年3月の値
* 2 : 2002年6月の値

中国以外の国

への投資額

（単位：千$）

2,893,826 

3,296,302 

3,269,013 

5,077,062 

4,391,654 

946,639 

603,604 

台湾内投資額 GDP(1996年を基準 経済成長率

（単位：億$） とした実質値，単 （前年同月比，

位：億NT$) 単位：%）

12,022 81,908 6.68 

13,855 85,651 4.57 

13,629 90,297 5.42 

15,481 95,587 5.86 

10,921 93,499 -2.18 

2,452 23,688 1.20 

2,762 23,592 3.98 

出所）中国への投資額：経済部統計慮http://www.moea.gov.tw /-meco/stat/four / e-7. htm 

台湾内の就業者数

（単位：千人）

9,176 

9,289 

9,385 

9,491 

9,383 

9,416*1 

9,454*2 

中国以外の国への投資額：経済部統計慮http://www.moea.gov.tw/-meco/ stat/four/ e-6. htm 

台湾内投資額：経済部統計慮http://www.moea.gov.tw /-meco/ stat/four/ e-2. htm 

GDP，経済成長率：行政院主計慮http://www.dgbas.gov.tw/ dgbas03/bs4/news.htm 

台湾内の就業者数：経済部統計慮http://www.moea.gov.tw/-meco/stat/four/f-1.htm
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業者数の推移を示したものである。

2000年までの中国への投資額と台湾内の就業

者数との聞に相関関係は見られない。しかし

2001年は，中国への投資額が増加し，それまで

増加し続けていた台湾内の就業者数は一転して

減少している。台湾内投資額・実質GDPも減少

に転じ，経済成長率も過去半世紀で初めてマイ

ナスに陥っている。この結果を，中国への投資

の増加によって台湾内の経済活動が衰退し台湾

内の雇用が減少したものと捉える見方もある。

しかし， 2002年に入ると，台湾内の就業者数

は再び増加に転じ，経済成長率も2002年第一四

半期，第二四半期ともにプラスを回復した。2002

年も中国への対外投資が活発に続いているにも

かかわらず台湾内の就業者数が増加し経済成長

率がプラスになったのは， 2002年1～5月の製

造業の工業生産指数が前年同月比で4.9%（行政

院主計慮http://www.dgbas.gov.tw/dgbas03/

bs3/report/N910624. htm）と持ち直し，わずか

ながら景気が回復局面となったのに伴い，企業

の人員削減が緩和され，臨時職員の雇用が増加

し始めたため（華， 2002,pp 2 3）によると見

られる。これにより， 2001年に台湾内の就業者

数がマイナスになった現象も，中国投資に起因

するものも一部あるであろうが，世界的なIT不

況に端を発する深刻な不況も相乗して台湾内の

投資が減少し一時的に雇用が縮小した現象だと

見られ，中国投資の増加だけに原因を求めるこ

とはできないと思われる。

第2節企業の台湾内投資および対外

投資後の台湾内の雇用等の状況

次に，台湾内の労働需要を探るため，企業の

台湾内投資意欲や，対外投資をした企業の台湾

内の雇用数の変化などを追ってみることにす

る。

1 .台湾内投資の変化

ここ数年，対外投資の増加ばかりに注目が集

まっているが，一方で企業の台湾内投資意欲は

どのように変化しているのだろうか。

2001年に経済部統計慮が実施した，台湾内投

資状況の調査では，前年より台湾内投資が増加

予定の企業は28.56%，不変は44.62%，減少は

26.82%であった。増加・不変あわせて73.18%

と高い比率を占めている。その理由としては，

新製品・新事業への投資が50.76%，設備の更

新・補修が26.25%，新技術の導入が26.25%,

海外市場の需要増加が18.63%となっており（経

済部統計慮， 2002a,p 6），常に世界市場を脱み，

台湾内で、も攻撃的に新事業や新技術の展開を続

ける企業の様子が見て取れる。

現在進行している台湾内投資の例を挙げる

と，半導体ファウンドリ最大手の台湾積体電路

製造（TSMC）が， 2003年4～6月期からの稼

動を目指し台南の科学工業区で300mmウエ

ノ＼一対応工場を建設中であり，これとは別に

2002年末にも新竹と台南で新工場を着工予定で

ある（日本経済新聞， 2002.5 .10）。また友達光

電は， 2002年末に台湾内で第五世代TFT液晶の

工場を操業予定である（工商時報， 2002.8.12）。

また図1は，経済部統計慮が行った『九十年

製造業封外投資賓況調査報告j4）より，対外投資

を行っている企業の投資総額に占める対外投資

額の比率の分布を示したものである。対外投資

をしている企業も投資の全てを海外に向けてい

るわけではなく，対外投資は全投資の一部に過

ぎないことが判る。対外投資額が全投資額のわ

ずか20%以下という企業も23.3%ある。

このように，中国への投資が進む中でも，企

業は決して台湾内投資の意思を喪失しているわ
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図1 対外投資を行っている企業の，投資総額に占める

対外投資額の比率の分布（単位：%）

81'''100%. 
15.4 

61-80弘
17.2 

41帽60%.
28. 1 

出所）経済部統計慮『九十年製造業封外投資賓況調査報

告』 2002年， p25

けではないのである。

2.対外投資後の，台湾内の営業収入・生産規

模・雇用数の変化

次に，企業の対外投資後の台湾内の営業収

入・生産規模・雇用数の変化を探る。

まず，先の『九十年製造業封外投資賓況調査

報告』から，台湾内営業収入の前年比を見てみ

る。増加は48.6%と半数近くを占め，不変が

20.5%，減少が31.0%であった。対外投資をし

ている企業においても，台湾内への投資は続け

られ，結果として台湾内事業の営業収入も増加

傾向にある（p50）。

今度は同調査から，対外投資が台湾内の生産

規模と雇用に与えた影響を表2に見てみよう。

対外投資が生産規模にプラスの影響を与えたと

回答した企業は34.0%と，マイナスの15.0%の

2倍以上であった。雇用に対しても，プラスは

15.5%と，僅差ではあるもののマイナスの

14.9%を上回っている。

以上で見た通り，対外投資後も企業は営業収

入・生産規模ともに増加させていた。また対外

投資後の台湾内の雇用に関しても，僅差ではあ

h舟~

プL 第 114 

表2

Eコ
τ':j" 

対外投資が台湾内の生産規模と雇用に与えた影響

項 目 比率

台湾内の生産規模 プラス 34.0 

（単位：%） マイナス 15.0 

台湾内の雇用 プラス 15.5 

（単位：%） マイナス 14.9 

出所）経済部統計慮『九十年製造業封外投資賓況調査報

告j2002年， p49

るがプラスの影響が働いた企業の方が多かっ

た。ここには，対外投資が台湾の雇用を著しく

減少させている，という事実は見られない。

第3節 失業率の上昇

2001年8月には失業率が5%台という空前の

大台に乗り，深刻な問題となっている。この失

業率上昇を対外投資の増加によるものと見る向

きが多いが，果たしてその通りなのだろうか。

1 .失業の理由

表3は，行政院主計慮による失業者の失業理

由の調査結果である。 1995年以前の同じ調査で

は13～15%で推移していた「前の職場の休業・

業務縮小」による非自発的失業者の比率は年々

上昇し，2002年3月のこの調査では52.83%と過

表3 失業者の失業理由

人数（単

位：千人）

新卒求職者 63 

前の職場の休業・業務縮小 271 

前の職場の仕事に不満 101 

契約期限満了 52 

健康不良・育児その他 26 

出所）行政院主計慮『中華民国台湾地匡

月報』 2002年4月， p66より作成

比率（単

位：%）

12.28 

52.83 

19.69 

10.14 

5.07 

人力資源統計
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半数を占めるようになった。

休業・業務縮小には，もちろん対外投資によ

るものも含まれるであろう。だがこの調査の前

年2001年は台湾の輸出先として大きな位置を占

めるアメリカの不況，特にIT関連業界の不況が

台湾にも伝播した年であった。台湾からアメリ

カへの総輸出額は前年比－20.5%，また台湾か

ら全世界への電気製品および情報通信関連製品

の総輸出額は，それぞれ前年比一25.5%,-

19.9%と大幅に落ち込み（行政院主計慮http://

www.dgbas.gov. tw / dgbas03/bs3/report/ 

N910108.htm），表1で見たように経済成長率

もマイナスに陥った。企業の休業・業務縮小は

この不況に起因するところも大きいと思われ，

対外投資のみに原因を求めることはできない。

台湾の企業は多くが中小企業であるため，黒字

部門の利益による赤字部門の損益の補填など大

企業なら取り得る弾力性のある措置を取る事が

難しく，減益即ち休業もしくは業務縮小という

結果になりやすい。そのため，「前の職場の休

業・業務縮小Jによる非自発的失業は，需要不

足失業だといえる。

このほか，「前の職場の仕事に不満」による，

摩擦的失業といえるものは19.69%と2割近く

を占めている。また「契約期限満了」による，

季節的失業といえるものは10.14%を占める。

このように，失業率の上昇は様々な要因により

発現しており，必ずしも対外投資の増加のみに

原因を求めることはできないと思われる。

2.不熟練労働者の失業の増加

ところで， 2002年第一四半期の失業率は

5.14%であったが，それを教育程度別に見ると，

専門学校・大学卒業以上は4.17%と相対的に低

いのに対し，中学卒業以下は5.21%，高校卒業

程度は5.86%と高く（行政院主計慮， 2002.4, 

pp38-39），不熟練と見られる層の失業が拡大し

ていることが伺える。これはいかなる理由によ

るのだろうか。

それは，伝統的な労働集約的産業が淘汰され

資本・知識集約的産業へと比重が移る中で，就

業構造の地理的変化が起こり，労働市場におけ

る需要と供給の地理的なミスマッチが生み出さ

れていることに起因する構造的失業ではないか

と考えられる。

産業構造の変化で新規に創出された就業機会

はハイテク産業やサービス業に偏っているた

め，工業区・科学工業区，都市部に集中してい

る。中南部や東部では，衰退した建設業や伝統

的な労働集約的産業から溢れた労働力を吸収す

る新たな雇用が創出されないため失業者が多く

なっている（呉， 2001,p31；江， 2001,p70）。

2001年の台湾全体の失業率は4.57%であるが，

地区別に見てみると，台北市は3.95%，科学工

業区のある新竹県は3.76%とかなり低い。しか

し，台南市は5.00%，花蓮市は5.13%と高く，

低い地区とは1%以上の聞きがある（行政院主計

慮， 2002,p222）九この労働需給の地理的ミス

マッチによる構造的失業が，不熟練労働者の失

業の主因であるとみられる。

以上のように，台湾における失業率の上昇は，

需要不足失業・摩擦的失業・季節的失業，そし

て構造的失業が全て組み合わさって発現してい

るものと思われ，対外投資の増加のみに起因し

ているものではないと見られる。

第4節台湾内の労働力不足

台湾は， 1980年代半ばから1990年代初頭にか

けて，不足労働者数は32万人と推計されるほど

の深刻な労働力不足に直面していた（行政院経

済建設委員曾人力規劃慮， 1989,p23）。それは
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30万人を超える外国人労働者導入で一定程度緩

和されたものの，未だに続いているといわれる。

しかし前節で見たように失業率は上昇してい

る。この相反する現象の並存は，いかなる理由

によるのだろうか。

1 .労働力不足の状況と不足職種

まず，労働力不足の状況と不足職種を見てみ

よう。

表4は，行政院努工委員曾による労働力不足

状況の調査結果である。工業部門では減少傾向

にあるものの，それでも11万人以上，全体で20

万人を超える労働者が不足しているという。

では，どのくらいの比率の企業において，ど

ういった職種が不足しているのだろうか。表5

は，経済部統計慮が2001年に行った，製造業に

おける労働力不足の有無と不足職種の調査結果

である。労働力不足があると答えた企業は

22.67%であり，高失業率の中でも 2割以上の企

業が労働力不足を抱えていることがわかる。

また不足職種は，研究者・技術者が高い比率

を占め，工場の一般作業員も 4分の 1近くの

23.53%の企業に挙げられている。労働力不足の

中でも，とりわけ不熟練労働者と技術者の不足

が顕著だ、と見られる。

表4 不足労働者数の推移

工業 サービス業 合計

1997 118,961 81,115 200,076 

1998 116,005 86,202 202,207 

1999 112,573 84,936 196,967 

2000 112,845 87,603 200,448 

出所）行政院努工委員曾『中華民国台湾地臣民国八十

九年勢動統計年鑑』 2001年， pp(l),(5) 

表5 製造業における労働力不足の有無と不足職種

（複数回答）

職種
労働力不足の比

率（単位：%）

無し 77.33 

有り 22.67 

管理職・企画職 7.75 

財務担当 6.26 

営業担当 22.78 

基礎研究者 7.66 

技術開発・応用研究者 50.51 

コンビュータハード・ソフト技
17.74 

術者

生産技術者 21.57 

生産自動化設備操作員 8.78 

設備維持管理者 9.80 

工場の一般作業員 23.53 

海外派遣要員 9.52 

その他 2.15 

出所）経済部統計慮『九十年製造業経管賓況調査報告』

2002年， p29

2.不熟練労働者の不足

第3節で見たところでは，不熟練労働者の失

業率は上昇していた。しかし前項で見たように

一方で、は不熟練労働者は不足しており， 30万人

以上を数える外国人労働者をもってしても埋

まっていないとみられる。その原因はいかなる

ものだろうか。

(1) 不熟練労働者の需要

まず，台湾において労働集約的産業から技

術・資本集約的産業への移行が進んでいると言

われる中で，なぜ不熟練労働者の需要が依然と

して大量に存在するのか考察してみよう。 Sas-

sen [1988］によれば，産業の高度化に伴い，高

所得の専門的・技術的職種が拡張し，中所得層

の職種が縮小する一方，電子産業の一部の下級
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工程のような職種は大幅に拡大している。技術

集約的産業のような最も技術的に進歩した部門

においてさえ，ほとんど熟練を必要としない低

賃金職種がかなり生み出されているという

(pp22-23）。また筆者の取材によればヘ特に台

湾で最も国際競争力のあるIT機器の生産にお

いては，その競争力の源が短いサイクルでの多

品種少量生産による複数の顧客へのOEM製品

提供川こあることから，工程の自動化は不可能

で，大部分が手作業で行われている九

つまり，技術・資本集約的産業において，不

熟練労働者の需要はむしろ生み出されているの

である。

(2) 不熟練労働者不足の原因

次に，不熟練労働者が不足している原因を順

に見てみよう。第一に，台湾の人口構成の変化

による若年労働力の減少が挙げられるであろ

う。労働人口中に占める24歳以下の比率は，1987

年の20.57%から2001年には12.68%に下がっ

た。一方，45歳以上の比率は24.48%から27.94%

に上がっているが（行政院主計慮， 2002,p28), 

中高年齢層の労働者は若年層に比べ，現代の生

産体制に適応する能力に欠け（劉， 2001,p21), 

体力面でも劣ることなどから（呉・鄭凱方・王

素脅， 2001,p91），企業は中高年齢層の雇用を

敬遠する傾向にある。行政院主計慮による企業

が求める労働力の条件の調査では，求める労働

力の年齢は，39歳以下が93.27%を占めているの

に対し， 40-49%は6.27%,50歳以上はわずか

0.47%であった（行政院主計慮， 2001,p31）。

これは労働力不足の中でも変わらない。

第二に， 1990年代から労働者の価値観の変化

により製造業や建設業が敬遠されサービス業が

選択される傾向が強くなったことが挙げられ

る。サービス業は消費者との接触が多く労働環

境が快適で仕事が変化に富んでおり社会的地位

が高いとの考えが広まる一方，日本でいう 3K

の仕事や24時間稼働の工場での夜勤を伴う交替

制勤務が敬遠されるようになった。

第三に，前節で述べた労働力需給の地理的ミ

スマッチも工業区における労働力不足の大きな

要因となっている。 Piore [1979 Jによれば，就

労場所を問わない外国人労働者とは異なり，自

国の労働者は住居のある場所から離れての就職

を薦賭することがあり，とりわけ女性や若年層

労働者は，夫もしくは父という主たる家計維持

者の就業場所によって自らの就業場所が地理的

に限定されることが多い（pp9091）。このため，

住宅地から離れて立地する工業区の労働力不足

は不可避である。例えば，桃園県の海沿いに位

置する大園工業区と観音工業区では，立地条件

の悪さからか台湾の労働者が集まらず，多くの

企業が外国人労働者の雇用で生産を維持してき

たという（中園時報， 2002.7 . 24）。

以上，不熟練労働力不足は，若年労働力の減

少・労働者の価値観の変化・労働力需給の地理

的ミスマッチという，構造的な原因に由来する

ものと見られる。

(3) 外国人労働者による代替の可能性

この不熟練労働者の不足を補うために，多く

の企業が外国人労働者を雇用してきた。

しかし外国人労働者は必ずしも不足を完全に

埋めるものではない。先の大圏工業区と観音工

業区の事例では，労働力不足に悩む各企業は外

国人労働者の雇用で生産を維持してきたもの

の，外国人労働者には2年もしくは3年という

雇用期限が定められているため，生産技術をよ

うやく身につけた頃に帰国させなければなら

ず，技術をつけた労働者を継続雇用できないこ

とにも頭を抱えてきたという（中園時報， 2002.
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7 .24）。

また外国人労働者の雇用には，仲介手続きや

宿舎の建設等に多額の経費を要し，最低2年の

継続雇用が前提であるため雇用の硬直性が存在

し，健康診断や宗教活動の提供など管理上の

様々な問題も生じる九液晶製造の華興電子の

副糖、経理謹景淵は，「液晶の生産工程は完全自

動化が不可能なので多数の労働者を必要とする

が，台湾の労働者が集まらなかった。そこで外

国人労働者を雇用したが，台湾の労働者と比べ

てコストが安くならない川上に2年という期限

のために毎年労働者を入れ替えなくてはなら

ず，さらに管理上の問題も大きいため，中国へ

生産を移転せざるを得なくなった。」と説明する

（中華経済研究院， 2002.6 , p16）。

さらに，政府が2000年，台湾の労働者の失業

率上昇を受けて外国人労働者を年1万5千人削

減するという政策を打ち出し各企業の外国人労

働者枠を縮小したため，不熟練労働者を必要数

得られないとの懸念から，紡績会社の力鵬など

のように，雲林の斗六輸出加工区への工場建設

を考え直している企業もあるという（工商時報，

2002.7.25）。

以上のように，外国人労働者雇用をもってし

ても，不熟練労働者不足は埋まらないと見られ

る。

(4）不熟練労働者の失業率上昇と労働力不足の

並存の理由

以上の考察から，不熟練労働者の失業率の上

昇と労働力不足という相反する現象の並存は，

以下のように説明できる。

産業構造の変化により新規に創出された雇用

は地理的に都市部・工業区に偏在しているため

に，中南部や東部では新しい雇用が創出されず，

多くの失業者が出ている。一方，雇用機会が集

中している北部の工業区では，地理的な条件や

労働者の価値観の変化から，不熟練労働者が不

足している。外国人労働者の雇用は様々な問題

を伴うため不足を完全に埋めるものではなく，

また政府が削減策を採っているため必要数の外

国人労働者枠が得られないことも多い。中高年

齢層の労働者は現代の生産体制への適応能力に

欠けるため，この層の失業者が存在しても企業

は雇用しない。ゆえに中高年や中南部・東部の

失業者は増え，工業区の不熟練労働の職は埋ま

らず不足状態のまま，という結果が生じている

と思われる。

第2節で見たとおり，中国への投資は，台湾

の不熟練労働者の失業を大幅に増加させている

ものではなかった。そして本節で考察したとこ

ろでは，中国への投資はむしろ不熟練労働者不

足を補うものであると言える可能性もあり，台

湾の労働者の雇用を著しく侵食しているものと

は言えないように思われる。

3.技術者の不足

次に，技術者の不足について考察する。

産業構造の高度化が急速に進展する中，台湾

における技術者の不足は深刻さを増している。

この技術者不足の状況および、原因を以下に探っ

てみる。

(1) 技術者不足の状況

技術者不足の状況はいかなるものだろうか。

凌陽科技の経理楊明微など多くの経営者1川ま，

技術者不足は深刻で新卒の確保も困難な状況で

あると声をそろえる（中華経済研究院，2001.3, 

p13 : 2001. 6, plO）。 2002年6月に卒業した学

生への求人では，理工系とそれ以外の比率は 7

対 3であり，理工系に対する求人が遥かに多

かった（中園時報， 2002.7 . 28) lZ）。
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研究開発の技術者の不足のみならず，最終動

作確認や品質管理の技術者も不足している（経

済部工業局， 2002,p331）。

このため台湾内での技術者の争奪戦は激しい

ものとなっている。中芯国際集成電路製造問は，

半導体ファウンドリ生産の最大手台湾積体電路

製造から100人を引き抜いたほか，他社からも半

導体技術者を100人迎え入れた（交流，

2001.12.15, p 6 ）刊。少ない人材を企業が争奪

しあう結果，研究開発費が上昇するという懸念

も出ている（中華経済研究院， 2002.6, p 7）。

そして行政院経済建設委員曾人力規劃慮の予

測では，不足は今後さらに深刻となり， 2011年

の不足技術者数は4.4万人にものぼるという（行

政院経済建設委員曾人力規劃慮http://www.

cepd.gov. tw /people/ strong-industry.htm) o 

以上のように，台湾内の技術者の不足は深刻

な状況となっている。

(2) 技術者不足の原因

技術者不足の原因を探るために，台湾の産業

構造の高度化の進み具合を検証してみよう。

まず表6に，製造業の総生産額および総輸出

額に占める，技術・資本集約的産業の比率の推

移を示した。ここで技術・資本集約的産業に定

義しているのは，化学材料製造業・化学製品製

造業・ゴム製品製造業・プラスチック製品製造

業・金属基本工業・金属製品製造業・機械製品

製造業・電子電気製品製造業・運輸工具製造業・

精密機械製造業の10業種である。これらの産業

が総生産額および総輸出額に占める比率は年々

上昇し， 2002年1～6月期にはともに80%を超

えている。 1960年代より低廉で豊富な労働力を

武器に輸出指向工業化を進めてきた台湾である

が， 1990年代に入ってASEAN諸国，そして中国

がさらに低い賃金を武器に労働集約的産業の国

表6 製造業の総生産額および総輸出額に占める，技

術・資本集約的産業の比率の推移 （単位：%）

年または月 総生産額に占める比率 総輸出額に占める比率

1992 67.5 68.2 

1993 69.2 69.2 

1994 70.5 69.7 

1995 73.3 69.9 

1996 74.0 71.3 

1997 76.5 73.6 

1998 77.6 74.0 

1999 79.4 76.1 

2000 81. 7 79.0 

2001 81.4 78.6 

2002 1-6 83.0 80.2 

出所）経済部統計慮http://www.moea.gov.tw／～meco/

stat/four/ d-3. htm 

際市場に参入してきたため，台湾内の急速な賃

金の上昇と相まって労働集約的産業の存立基盤

が崩され，新たに技術・資本集約的産業におい

て国際競争力を付けてきたのである。

このように，台湾における産業構造の高度化

は，急速に起こっている。

次に，製造業の従業員中に，高級技術者であ

る「工程師」及びそれに次ぐ「技術員」が占め

る比率の推移を示した図2を見てみよう。工程

師が占める比率は， 1991年の2.67%から1999年

には4.07%に達した。また技術員も， 1991年の

6.45%から， 1999年には8.66%に上昇した。

また図3は，台湾の特許申請数と獲得数の推

移を示したものである。申請数は1991年の3万

6,127件から2000年には 5万8,650件へ，獲得数

は2万7,281件から 4万2581件へ大きく伸びて

いる。技術集約的産業への移行に伴って研究開

発が進んでいることが見て取れる。

ところで，台湾の若年層の間で一般的な転職

の頻繁さも技術者の確保の困難を増長している
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表7 専門学校以上を卒業した理系出身の就労者の各

職場での平均在職期間および平均賃金

図2 製造業の全従業員中の工程師および技術員の

比率の推移

職場の区分 平均在職期間 平均賃金

（単位：月） （単位：NT$)

第一の職場 7.87 26,250 

第二の職場 16.71 26,260 

第三の職場 12.24 29,558 

現在の職場 14.41 34,095 

出所）行政院青年輔導委員曾『八十七年専科以上学校畢

業青年就業状況，工作転換輿工作経験調査』 2000年

pp109-110より作成

－一一．・・ー－

卒業した女性およびム 5月に兵役を完了した

同程度の学歴の男性に対して， 1999年2月に実

施された，転職に関する調査から，理系出身の

就労者の平均在職期間と平均賃金を計算したも

のである1九平均転職回数は1.57回にのぼって

いる。平均在職期間は第二の職場で少し延び幅

が大きいものの，総じて転職を重ねるごとに伸

びており，平均賃金は転職を重ねるごとに増加

している。よりよい条件を求めて頻繁に転職す

る若者の姿が見て取れる。また，同調査の別項

では，希望賃金の平均は 3万8,861

NT$ (ppl09-110）という結果が出ている。その

達成を求めてさらに転職を繰り返すであろうこ

とが予想される。

以上に見たように，台湾において，産業の高

度化の急速な進展による技術者の需要の急増に

その育成が追いついていないことが，技術者不

足の主因であると思われる。また台湾の若年層

において一般的に転職が頻繁であることが，技

術者の確保の困難をさらに助長していると見ら

れる。
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年』 2000年， p43

10 

(3) 技術者不足の緩和方法

政府は，技術者の需要増を見越して1991年か

ら「技術人才培訓五年計重Jを遂行し，積極的

に技術者を育成してきたが（経済部工業局，2001

と思われる。醇・王素湾・杜・陳章真［2000]

によれば，技術者の採用が難しいばかりでなし

ようやく採用した人材も好条件を求めて頻繁に

転職するため確保しておくことが難しいという

(pp 4 -5）。

表7は， 1998年6月に専門学校以上の学校を
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年簡介， p3)1九さらに2002年1月には「加強産

業科技人才供給措施」を掲げ，科学技術系学部

の教員増や大学院生を対象とした公費留学制度

の拡充などで高度技術者の育成を図るとしてい

る。その中には，中国を含む海外からの人材を

積極的に招致するというものもある。

電子時報社の社長黄欽勇は，台湾の少ない人

口を考えれば技術者数を飛躍的に増加させるこ

とは難しいという（中華経済研究院， 2002.3, 

p 7）。

次節において，投資先の中国において技術者

を雇用し台湾の技術者不足を緩和する方策を探

ることにする。

第5節投資先での中国人の雇用

1 .投資先での中国人技術者の雇用

中国は，東南アジアと比較すると高等教育を

受けた人材の供給が潤沢で，資質も優れており，

また賃金も低いといわれる（交流， 2000.12.20,

pp29-31)oさらに台湾企業にとっては，同じ言

語を使用しているために意思伝達上の問題が生

じないという大きなメリットが存在する。その

ため，台湾企業が中国において台湾で不足して

いる技術者を雇用する動きは，急速に広がって

いる。

IC設計の揚智や智原は，上海で現地の技術者

を採用し，現地生産のための研究開発を始めて

いる（中華経済研究院， 2002.3, p 3）。また光

通信の世界シェア第 1位と第 2位のJDSUと

Oplinkは，ともに深均｜｜の工場を閉鎖し中国での

拠点、を華東地区に移す。景気低迷により生産人

員を削減しむしろ研究開発に人件費を割くこと

に方針転換し，華南よりも技術者の資質が高い

と言われる華東へ技術者を求めて移るのである

（工商時報， 2002.7 .18）。中国の技術者の賃金

は， 2000年と比較すると2002年には約 2倍に

なったが同，それで、も台湾の技術者1人分の経費

で中国では技術者4人を雇用できるという（中

華経済研究院， 2001.6, p 7 : 2002. 6, p11）。

表8は，経済部統計慮が2001年に，対外投資

をしている企業に投資先の技術の出所を尋ねた

調査の結果である。台湾の親会社の提供による

ものが高い比率を占めているものの，「海外の子

会社が独自に開発」の比率は， 1996年の同じ調

査の14.7%から，年を追うごとに徐々に増加し

てきている（経済部統計慮， 2001,p27）。投資

先での研究開発が進んで、いることが見て取れ

る。

台湾の技術者不足を補うために，台湾政府は

法改正で後押ししている。中国人技術者・部品

調達担当者などを台湾で就労させる法的な裏付

けとして1999年に制定された「大陸地匝専業人

士来台従事専業活動許可塀法」は次々と緩和の

方向に修正を重ねられている。 2001年には台湾

の企業の総技術者数のうち中国人技術者の占め

る比率の上限が10%から20%に緩和され， 2002

年には滞在期限が3年から 6年に延長された

（自由中園之工業， 2001.8, p80: 2002. 2, 

p146）。その結果， 2002年8月までに168人の中

国人が来台し，従事している（行政院大陸委員

曾http://www.mac.gov.tw/statistic/ass_lp/

appm2tl. htm）。

表8 対外投資先の技術の出所

出所 比率（単位：%）

台湾の親企業が提供 87.1 

海外の子会社が独自に開発 21.4 

合弁相手企業が提供 11.6 

共同研究 9.3 

出所）経済部統計慮『九十年製造業封外投資賓況調査報

告』 2002年， p24
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例えば受動素子19）製造の世界シェア第1位で

ある園巨は，中国の広州中山大学，華南理工学

校などの卒業生を毎年30名ずつ台湾で実習さ

せ，一部は台湾で品質管理や営業など各方面の

訓練を行い，中堅幹部候補として扱っている（中

華経済研究院， 2002.3, p 7）。

以上のように，台湾企業の中国における投資

は，不熟練労働者のみを求めるものから，不熟

練労働者のみならず技術者をも求めてのものに

移行しつつある。

台湾にとって，短いサイクルで新製品を開発

し次々に市場に出すことが世界市場における競

争力を保持する鍵であり，研究開発のみならず

工程管理・品質管理・最終動作確認を担う技術

者の不足は死活問題である。中国投資が，台湾

の競争力に不可欠な技術者不足を補い，台湾の

競争力を保持，もしくはさらに高めることにな

るとすれば，結果として台湾内の企業活動も活

性化され，台湾内の雇用も安定したものとなる。

中国投資は台湾の雇用にとってマイナス要因で

はないといえる。

2.投資先での中国人管理者の雇用

台湾企業が投資先の中国において中国人技術

者を雇用する動きが急速に広まっている一方，

中国人の管理者の雇用も始められている。トッ

プの重要なポストには台湾からの派遣者が座り

意志決定などの要諦を締めるものの，台湾から

の管理者の派遣数は減少傾向にあり，中間管理

職の現地化は進んでいると見られる。

表9は，行政院経済建設委員曾による調査を，

『交流』第631以降の号が翻訳し掲載しているも

のから， 1992年から1999年の投資先の中国にお

ける台湾の子会社の従業員数の調査結果を引用

したものである。各調査の対象となった企業数

や従業員の規模が異なるため単純比較はできな

表9 中国の子会社の従業員数，管理者数および台湾

からの派遣者数

1992 1995 1999 

従業員数 213.1 262.8 166.1 

管理者数 NIA NIA 14.2 

管理者中台湾からの
5.6 3.8 2.0 

派遣者数

注） 1992年・1995年と， 1999年では調査者が異なる。ま

た調査対象となった企業数も，それぞれ319,140, 486 

と異なる。

出所）交流第632号， 2000年11月30日， p9

いが，台湾からの派遣者数は減少傾向にあると

見られる。また1999年の調査では，管理者14.2

人のうち台湾からの派遣者は2.0人に過ぎない。

この調査では，管理者の現地化が進む理由とし

て，コスト削減のほかに，現地労働者とのコミュ

ニケーションの欠如から起きる摩擦を減らすこ

とを挙げている（交流， 2000.12.20,p29）。

実際，ここ数年中国からの台湾企業の管理者

の引き上げが目立つようになった。中国投資が

始まった頃は，台湾内の2倍の給与に加え様々

な手当で厚遇した駐在員を派遣していたが，生

活が合わないといった個人的な問題で帰台する

者もおり， 3分の1の費用で雇用できる現地の

人員で代替する傾向にあるという（中園時報，

2002. 8 .12）。

しかし台湾企業が中国に建設している工場は

どれも大規模で多くの中間管理職が必要であ

る。台湾企業にとって，中国での管理者をいか

に養成するかが課題となっている。

実際，中国での幹部職員の養成も徐々に始め

られている。前節でも述べた受動素子製造の園

巨は中国で積極的に幹部の育成を図っている

し， ERP20lソフト開発の鼎新電脳は，中国に進

出した台湾企業だけでなく中国の大企業へも積

極的に営業しているため，現地での幹部職員育

成を積極的に行っているという（中華経済研究



中国投資が台湾の雇用に与える影響 -51-

院， 2002.6 , p11）。

以上のように，中国の子会社における管理人

員の現地化は徐々に進んでおり，台湾からの派

遣者は減少傾向にある。これは，台湾の中高年

齢層の労働者の中国における需要を減少させて

はいるが，もともとこの層の労働者は，家庭の

責任が重くなる世代であることもあり，中国へ

の赴任には消極的な者が多い（例えば天下雑誌，

2000.6.1, p273）。そのため，管理人員の現地化

の進展は，台湾の労働者の雇用に直ちにマイナ

スの影響を与えることは少ないと見られる。

第6節投資先での失業

中国への投資は，関連産業の不必要な移転を

招くとの指摘もある（陳博志， 2002,

pp138-139）。台湾の製造業は中小企業聞の緊密

な分業によって成立しているため，原材料や部

品を供給する関連企業は，その顧客が対外投資

した場合，分業を維持するために自らも対外投

資することを余儀なくされる。対外投資をして

いる企業に投資理由を尋ねた調査では，「台湾の

顧客が当地で投資しているから」という回答が

48.6%もあった（経済部統計慮， 2001,p12)2九

中心一衛星体系というネットワークごと移転

し，そのまま現地化する例もあるが，ネットワー

クの弱体化や解体の例も見られる（李宗哲，

1999, pp84-87）。台湾の顧客に追随して投資し

たものの当地での厳しい価格競争に敗れてその

顧客を失い，海爾集圏など現地の大企業を顧客

とするようになるケースなどである。しかし現

地企業からは常に多数の在庫の準備を要求され

るなど多額の投資が必要となり，その投資資金

が回収できず倒産の憂き目に合う企業もある

（工商時報， 2002.7 .29）。

外資多国籍企業がこぞ、って投資し，現地企業

の発展も著しい中国において，織烈な競争に敗

れ失業する台湾の労働者は後を絶たない。とり

わけ競争が厳しいといわれる上海では，事業に

失敗した者，やって来たものの事業を興せな

かった者，解雇された者，当初高かった賃金が

下がり自発的に辞めた者など，「流浪台商」と呼

ばれる台湾の失業者は少なくとも 7, 8千人い

るとみられている（中時晩報， 2002.8 .18) 22＞。

おわりに

以上，中国への投資が台湾の雇用に与える影

響について順に見てきたD

そこで明らかになったことは，まず，対外投

資をした企業も台湾内の生産規模を増加させる

ことがあり，その際に雇用を増加させることも

あった。対外投資の増加は台湾内投資意欲の減

少を意味するものではないということである。

対外投資は，企業の投資の全部ではなく，数割

を占めるに過ぎない。

確かに近年の失業率上昇は，一部分は中国へ

の投資による人員削減や工場閉鎖に起因するも

のもあるが，産業構造の高度化による伝統産業

の衰退で新規に創出された雇用機会の地理的集

中に起因する構造的失業の増加，世界的なIT不

況に端を発する深刻な不況による需要不足失業

の増加などが相乗したものであり，中国投資に

のみ原因を求めることはできない。

また，衰退した伝統産業が放出した労働者の

受け皿となる産業が育たず失業率がより高い中

南部・東部と比べて，雇用機会が集中している

北部の工業区においては，台湾の労働者の価値

観の変化と相まって，逆に不熟練労働力不足が

深刻であった。

このように，中国への投資は，台湾の不熟練

労働者の失業を大幅に増加させているものでは
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なしむしろ不熟練労働者の不足を補うもので

あると言える可能性もあり，一般によく批判さ

れているように，台湾の不熟練労働者の雇用を

著しく侵食するものであるとはいえないように

思われる。

さらに台湾では，労働集約的産業から技術集

約的産業への急速な移行に技術者の育成が追い

つかず，技術者不足は著しいものとなっている

が，中国への投資によってこれを補うことが可

能である。中国の技術者は豊富で質が高く，し

かも台湾企業にとって言葉の壁がないという大

きな利点がある。中国人技術者を，中国の子会

社においてだけでなく，台湾の法改正の後押し

もあって台湾内において従事させることも可能

となった。台湾企業の中国における投資は，不

熟練労働者のみを求めるものから，不熟練労働

者と技術者を求めるものに移行し始めている。

台湾にとって，短いサイクルで次々に新製品

を市場に出すことが世界市場における競争力の

鍵であり，技術者の不足はその国際競争力を揺

るがしかねないものである。中国投資が，台湾

の競争力に不可欠な技術者不足を補い，台湾の

競争力を保持，もしくはさらに高めることにな

るとすれば，結果として台湾内の企業活動を活

性化させ，台湾内の雇用も安定させるため，中

国投資は台湾の雇用にとってマイナス要因では

ないといえる。

一方，投資先の子会社に台湾から派遣される

管理者数は減少傾向にあり，現地人の中間管理

職への登用や，幹部職員としての養成が進んで

いた。しかし元来，管理者として派遣される対

象の年代である台湾の中高年齢層は，中国への

赴任に消極的な者が多いため，管理職の現地化

が台湾の労働者の雇用に不利な影響を与えてい

ることは少ないと見られる。

また，投資先での織烈な競争に敗れ失業者と

なる台湾の労働者が後を絶たないことが新たな

問題となっている。

結論すれば，中国への投資が台湾の雇用に著

しくマイナスの影響を与えているという意見を

裏付けることは困難であり，労働力不足を補う

ことにより台湾の競争力を保持させ，むしろ台

湾の雇用にプラスの影響を与えている可能性も

あるといえるだろう。

｝王

1) 1980年代後半より，台湾において環境保全運動が高

まり，新規工場建設に対して各地で反対運動が起こっ

た。

2）川上［2002］によれば，台湾では対外投資は認可を

得ずに行われることが多いのが実情である（p78）。そ

のため，中国投資を行っている台湾企業の正確な数は

政府にも掴めていない。

3）対外投資が母国に与える影響についての先行研究

は，「海外子会社の生産は母国の生産を代替するもの

かjという点に関してが中心であり，対外投資が母国

の雇用に与える影響についての研究は少ない。数少な

い研究の一つは，アメリカとスウェーデンを対象とし

たBlomstrδm,Fors and Lipsey [1997］である。彼

らによれば，途上国への投資が中心であるアメリカ

は，労働集約的商品の生産を途上国に移すことで自国

生産の労働集約度を下げていた。通常，海外子会社に

おいて売り上げが100億ドル増えるごとに母国での雇

用が1人減少するが，子会社が途上国の場合には母国

の雇用はさらに減少し，海外子会社において売り上げ

が100億ドル増えるごとに母国での雇用が16人減少す

る（pl791）。これに対し，スウェーデンの対外投資は

途上国に向かうものが少なく欧米諸国への技術集約

型のものが多い。従って母国の雇用を減らさず，逆に

ホワイトカラー労働者の，海外子会社の管理者・マー

ケティング担当者・研究開発人員としての雇用増をも

たらす。対外投資をした後でもスウェーデン圏内の生

産工程は残り，また対外投資の増加によってかえって

国内の生産工程を拡張する場合もあるので，圏内のブ

ルーカラー労働者の雇用増ももたらす（pl794）。つま

り，この研究が示すものは，途上国への投資は母国の

雇用を減少させるということである。また， Brainard

and Riker [1997］は，投資先が途上国であろうと先

進国であろうと，アメリカ国内での雇用が減少するこ
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とを示した（p7）。以上，先行研究は，とりわけ途上国

への対外投資が母国の雇用を減少させることを示し

ている。

4）この調査は，全ての対外投資を対象としたもので中

国投資のみに対象を絞ったものではないが，調査対象

の企業の73.4%が中国投資を行っているため中国へ

投資を行っている企業の傾向を知るのに足りると思

われる。

5）このため，仕事を求めて南部から北部へ流れてくる

「経済型遊民」と呼ばれる人々が2001年ごろより急増

している（中園時報， 2002.8 .17）。

6）筆者による，台湾のOEM製品供給元のコンビュー

タメーカーへしばしば出張している，日本の電気機器

メーカー技術者へのインタビュー（2002.7 .12) 

7) 2002年1～6月の台湾のパソコン全生産量におけ

るOEM製品の比率は，ノート型で91.5%，デスクトッ

プ型で87.0%を占める（行政院主計慮http://www.

dgbas.gov.tw / dgbas03/bs3/report/N910808. htm）。

8 ) Piore and Sabel [1984］は，大量生産は必ずしも

競争力に結びつかないことを指摘している。大量生産

体制では，次々と出さなくてはならない新製品に柔軟

に対応できないという（例えばp27）。

9）外国人労働者雇用上の様々な問題点については，行

政院勢工委員曾 f中華民国八十九年台湾地区外籍努

工運用及管理調査報告j2001年に詳しい。

10）筆者の試算では 1時間当たりの外国人労働者雇用

の経費は，同勤続年数の台湾の労働者の経費の約85%

である。

11）ほかには，友立資訊の副線経理熊肇峰など。

12）それを反映してか初任給（大卒の平均 2万 5千

NT$）も，理系は弁護士や会計士などを除く文系より

数千NT$高い（中園時報， 2002.7.28）。

13）同社はイギリス領ケイマン諸島に本社を登記して

いるが同島にはオフィスを持たない。しかし同社の総

裁の張汝京はかつて台湾積体電路製造（TSMC）に吸

収された世体積体電路の線経理であり資本金には台

湾企業からの融資が多くを占める（交流2001.12.15)

ため，台湾企業と見なされている。

14）人材を呼び込むために，教師陣に元大学教授や博士

号取得者を揃えた，幼稚園から中学までの専属の国際

学校を上海の社宅のそばに開校し，中国での子どもの

教育に不安を抱く技術者にアピールしたという（朝日

新聞， 2002.8 . 4）。

15）対象期間が1998年4～6月から1999年2月までな

のに在職期間の平均値が長く感じられるが，これは調

査対象の一部（特に大学院卒業者）が過去に就業経験

を持つことに起因する（p104）。

16）これにより1991年から1995年までの第一期には約

12万人の， 1995年からの第二期には約4万人の技術者

を育成した（経済部工業局， 2001年簡介， p3）。

17) Wu [2000］によれば，中国において，市場がより開

放されより多くのハイテク産業の投資を呼び込むに

つれて，熟練労働者の賃金は，不熟練労働者の賃金に

対し，相対的に上昇してきているという（p377)。

18）チップ抵抗，チップコンデンサのこと。

19）「経営資源利用計画Jのことで，それまで別々のソフ
トで管理していた人事，経理，生産管理その他を 1つ

のソフトで統合すること。中国に進出した台湾企業の

ERP受諾を目的に，台湾のソフト会社が多数中国に進

出しているという。

20）他の回答は以下の通りである（複数回答）。「安価な

労働力が豊富」90.0%，「潜在的市場が大きいJ84.4%,

「台湾内の経営環境悪化」 82.7%，「企業の資本・技術

の有効利用」67.5%，「外国の顧客が要求」73.7%，「土

地の取得が容易」70.3%，「原材料の調達が便利・安価」

62.7%，「当地の政府が投資受け入れ促進」56.8%，「技

術取得に便利」 40.9%。

21）上海台商聯誼促進曾曾長張福美によれば，上海に

進出している台湾企業は約7万社，居住する台湾の人

口は約30万人という（中時晩報， 2002.8 .18）。
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